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〇 2021年12月において、正社員が「不足」と回答した企業割合は53.2％と、前回調査（36.6％）から16.6ポイント

上昇した。「適正」は37.3％、「過剰」は9.6％となった。業種別にみると、建設業、運送業（除水運）、

情報通信業などで「不足」の割合が高くなっている。

〇 2021年12月の正社員数を前年から「増加」させた企業割合は22.4％、「減少」させた企業割合は25.5％となった。

前回調査（25.0％）と比べると、「減少」の割合は0.5ポイント上昇した。業種別にみると、宿泊・飲食サービス業、

運送業（除水運）、製造業などで「減少」の割合が高くなっている。

〇 2021年12月の正社員の給与水準を前年から「上昇」させた企業割合は41.1％と、前回調査（31.2％）から

9.9ポイント上昇した。上昇の背景をみると、「自社の業績が改善」（35.0％）の割合が最も高く、次いで「採用が

困難」（19.3％）となっている。



［調査の実施要領］

2021年12月中旬

　 　 　 　 　 　

4,494 社 2,105 社 (構成比 37.3 ％ )

17 社 3 社 (　同　 0.1 ％ )

1,227 社 591 社 (　同　 10.5 ％ )

763 社 359 社 (　同　 6.4 ％ )

150 社 75 社 (　同　 1.3 ％ )

61 社 34 社 (　同　 0.6 ％ )

374 社 131 社 (　同　 2.3 ％ )

9 社 5 社 (　同　 0.1 ％ )

689 社 276 社 (　同　 4.9 ％ )

 718 社 255 社 (　同　 4.5 ％ )

 1,693 社 753 社 (　同　 13.4 ％ )

 1,019 社 432 社 (　同　 7.7 ％ )

1,519 社 621 社 (　同　 11.0 ％ )

不 動 産 業

宿泊･飲食サービス業

卸 売 業

小 売 業

サ ー ビ ス 業

調 査 時 点

調 査 対 象 当公庫（中小企業事業）取引先　12,733社

有 効 回 答 数 5,640 社 ［回答率 44.3 ％］

< 業 種 構 成 >

調 査 対 象 有 効 回 答 数

製 造 業

情 報 通 信 業

ガ ス 供 給 業

水 運 業

倉 庫 業

鉱 業

運送業(除水運)

建 設 業



51.6 

54.3 

70.6 

65.4 

41.7 

47.4 

63.3 

30.6 

61.8 

46.9 

42.4 

53.5 

37.6 

37.0 

23.0 

27.0 

52.1 

36.8 

32.9 

61.3 

27.8 

43.9 

45.6 

37.2 

10.8 

8.7 

6.4 

7.6 

6.3 

15.8 

3.8 

8.1 

10.4 

9.2 

12.0 

9.3 

製造業（n=1,433）

非製造業（n=2,075）

建設業(n=357)

運送業(除水運)(n=237)

水運業(n=48)

倉庫業(n=19)

情報通信業(n=79)

不動産業(n=124)

宿泊･飲食サービス業(n=144)

卸売業(n=437)

小売業(n=250)

サービス業(n=376)

（単位：％）

不 足 適 正 過 剰
（２）業種別（2021年実績）

44.3 

45.4 

50.2 

58.0 

60.8 

52.9 

36.6 

53.2 

45.6 

45.1 

42.5 

37.0 

34.5 

39.1 

45.2 

37.3 

10.1 

9.5 

7.3 

5.0 

4.7 

8.0 

18.2 

9.6 

2014年実績

(n=4,539）

2015年実績

（n=3,208）

2016年実績

（n=3,708）

2017年実績

（n=3,480）

2018年実績

（n=3,046）

2019年実績

（n=3,080）

2020年実績

（n=6,497）

2021年実績

（n=3,508）

（単位：％）

不 足 適 正 過 剰

○ 2021年12月における正社員の過不足感をみると、「不足」と回答した企業割合が53.2％となった。「適正」は37.3％、「過剰」は

9.6％となっている。「不足」の割合は、2020年実績（36.6％）から16.6ポイント上昇した。

○ 業種別にみると、建設業（70.6％）、運送業（除水運）（65.4％）、情報通信業（63.3％）などで「不足」の割合が高い。

１ 従業員の過不足感

図－１ 正社員の過不足感

（注）１ 各年12月の正社員数に対する、現在の仕事量やその見通しからみた過不足感。

（注）２ 回答割合は四捨五入して表記しているため、合計が100にならない場合がある（以下同じ）。

今回

調査

（１）全業種計
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29.4 
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35.1 

39.6 

40.0 

32.5 
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33.4 

63.7 

60.1 

59.7 

56.2 

55.1 

60.2 

57.3 

58.6 

6.9 
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4.2 

4.9 

7.3 
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2021年実績

（n=3,037）

（単位：％）

不 足 適 正 過 剰

○ 2021年12月における非正社員の過不足感をみると、「不足」と回答した企業割合が33.4％となった。「適正」は58.6％、「過剰」は

8.0％となっている。「不足」の割合は、2020年実績（26.2％）から7.2ポイント上昇した。

○ 業種別にみると、宿泊・飲食サービス業（69.4％）、倉庫業（40.0％）、サービス業（34.0％）などで「不足」の割合が高い。

図－２ 非正社員の過不足感

（注）各年12月の非正社員数に対する、現在の仕事量やその見通しからみた過不足感。
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31.9 

34.0 

56.3 

60.3 

69.4 
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82.1 

46.7 

65.8 

72.7 

25.0 

65.3 

58.6 

58.4 

10.0

6.5

4.8

8.0

0.0

13.3

4.1

3.4

5.6

5.6

9.5

7.6

製造業（n=1,303）

非製造業（n=1,734）

建設業(n=252)

運送業(除水運)(n=199)

水運業(n=28)

倉庫業(n=15)

情報通信業(n=73)

不動産業(n=88)

宿泊･飲食サービス業(n=144)

卸売業(n=372)

小売業(n=232)

サービス業(n=329)

（単位：％）

不 足 適 正 過 剰

（２）業種別（2021年実績）

今回

調査

（１）全業種計
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36.9 

24.7 

14.8 

0.7 

6.1 

16.8 

20.2 

32.3 

25.2 

0.7 

6.8 

14.8 

48.4 

19.6 

7.6 

0.7 

5.6 

18.1 

0 10 20 30 40 50

売上機会を逸失

残業代、外注費等のコストが

増加し、利益が減少

納期の長期化、遅延の発生

残業代、外注費等のコスト増加分を価

格転嫁したことで売上が減少

その他

特になし

（％）

全業種計(n=1,998)

製造業(n=812)
非製造業(n=1,186)

○ 人手不足の影響についてみると、「売上機会を逸失」（36.9％）と回答した企業割合が最も高く、次いで「残業代、外注費等のコスト
が増加し、利益が減少」（24.7％）、「特になし」（16.8％）、「納期の長期化、遅延の発生」（14.8％）の順となっている。

○ 人手不足への対応についてみると、「従業員の多能工化」（46.6％）が最も高く、次いで「業務の一部を外注化」（34.9％）、「残業
を増加」（34.7％）の順となっている。

（注）正社員または非正社員が「不足」と回答した企業に尋ねたもの（図－４も同じ）。

図－３ 人手不足の影響

46.6 

34.9 

34.7 

24.0 

14.0 

4.8 

48.4 

31.3 

48.1 

18.9 

18.3 

3.2 

45.3 

37.3 

25.4 

27.5 

11.0 

5.8 

0 10 20 30 40 50 60

従業員の多能工化

業務の一部を外注化

残業を増加

業務プロセス改善による効率化

設備導入による省力化

その他

（％）

図－４ 人手不足への対応

（注）複数回答（最大二つまで）のため、合計は100％を超える。

＜参考＞ 業種別にみた人手不足の影響（上位5業種）

（注）斜体は製造業を示す。

全業種計(n=1,974)

製造業(n=805)

非製造業(n=1,169)

（２）「残業代、外注費等のコストが
             増加し、利益が減少」

（単位：％） （単位：％）

宿泊･飲食サービス業（n=107） 61.7 倉庫業（n=9） 44.4

運送業(除水運)　　（n=156） 61.5 非鉄金属（n=16） 43.8

情報通信業　（n=51） 56.9 水運業（n=19） 42.1

建設業　（n=250） 56.8 輸送用機械（n=44） 40.9

小売業　（n=122） 45.1 飲食料品（n=134） 40.3

（１）「売上機会を逸失」
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22.6 

22.3 

27.3 

24.3 

19.2 

17.6 

40.5 

15.5 

13.0 

21.2 

25.4 

19.0 

49.4

53.6

51.5

41.3

64.4

64.7

40.5

74.9

49.6

57.3

50.3

53.8

27.9

24.1

21.2

34.4

16.4

17.6

19.1

9.6

37.4

21.5

24.2

27.2

製造業（n=2,098）

非製造業（n=3,514）

建設業(n=590)

運送業(除水運)(n=358)

水運業(n=73)

倉庫業(n=34)

情報通信業(n=131)

不動産業(n=271)

宿泊･飲食サービス業(n=254)

卸売業(n=749)

小売業(n=429)

サービス業(n=617)

（単位：％）

増 加 変わらない 減 少

38.3 

30.9 

28.5 

30.8 

32.1 

29.3 

22.1 

22.4 

36.5 

30.6 

44.2

51.1

51.6

50.5

48.4

50.5

52.9

52.1

56.8

59.9

17.6

18.0

19.9

18.7

19.5

20.2

25.0

25.5

6.7

9.5

2014年実績

（n=4,545）

2015年実績

（n=5,036）

2016年実績

（n=5,085）

2017年実績

（n=5,142）

2018年実績

（n=4,637）

2019年実績

（n=4,846）

2020年実績

（n=6,506）

2021年実績

（n=5,612）

2022年見通し

（n=5,489）

2020年調査における

2021年見通し（n=6,361）

（単位：％）

増 加 変わらない 減 少

＜参考＞

（１）全業種計

○ 2021年12月の正社員数の増減をみると、「増加」と回答した企業割合は22.4％となった。「変わらない」は52.1％、「減少」は

25.5％となっている。「減少」の割合は、2020年実績（25.0％）から0.5ポイント上昇した。

○ 業種別にみると、宿泊・飲食サービス業（37.4％）、運送業（除水運）（34.4％）、製造業（27.9％）などで「減少」の割合が高い。

２ 従業員数の増減

図－５ 正社員数の増減

（注）実績は当年12月、見通しは翌年12月における正社員数の増減を、それぞれ前年同月比で

（注）尋ねたもの。

今回

調査

（２）業種別（2021年実績）
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13.4 

10.3 

11.0 

5.6 

14.8 

20.7 

10.0 

13.6 

13.1 

16.8 

15.3 

64.8

69.3

81.0

66.0

86.1

74.1

67.8

81.8

40.4

73.9

64.9

66.8

18.9

17.3

8.7

23.0

8.3

11.1

11.6

8.1

46.0

13.0

18.3

17.9

製造業（n=1,860）

非製造業（n=2,925）

建設業(n=448)

運送業(除水運)(n=282)

水運業(n=36)

倉庫業(n=27)

情報通信業(n=121)

不動産業(n=209)

宿泊･飲食サービス業(n=250)

卸売業(n=609)

小売業(n=387)

サービス業(n=549)

（単位：％）

増 加 変わらない 減 少
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2014年実績

（n=3,297）

2015年実績

（n=4,202）

2016年実績

（n=4,416）

2017年実績

（n=4,346）

2018年実績

（n=3,928）

2019年実績

（n=4,052）

2020年実績

（n=5,551）

2021年実績

（n=4,785）

2022年見通し

（n=4,696）

2020年調査における

2021年見通し（n=5,459）

（単位：％）

増 加 変わらない 減 少

＜参考＞

○ 2021年12月の非正社員数の増減をみると、「増加」と回答した企業割合は14.5％となった。「変わらない」は67.6％、「減少」は

17.9％となっている。「減少」の割合は、2020年実績（20.8％）から2.9ポイント低下した。

○ 業種別にみると、宿泊・飲食サービス業（46.0％）、運送業（除水運）（23.0％）、製造業（18.9％）などで「減少」の割合が高い。

図－６ 非正社員数の増減

（注）実績は当年12月、見通しは翌年12月における非正社員数の増減を、それぞれ前年同月比で

（注）尋ねたもの。

今回

調査

（２）業種別（2021年実績）（１）全業種計
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7.0
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9.0
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将来の人手不足への備え

受注・販売が増加

受注・販売が増加見込み

技能継承のため（従業員の高齢化への対応）

新事業・新分野に進出

工場・店舗・営業所等を新設

新技術・設備導入への対応

非正社員を正社員に登用

業務の一部を内製化

出産、育児休業等を取得する従業員の補完

正社員の業務を非正社員に置き換えた

定年を迎えた正社員を非正社員として再雇用

その他

（％）

（１）「増加」理由
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9.7

9.6
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7.2

7.2

7.1

6.5

3.7

16.8

34.1

36.1

11.9
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9.2

8.2

7.4

9.6

8.4

9.2

18.7
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転職者の補充人員を募集したが採用できず

受注・販売が減少

定年退職者の補充人員を募集したが採用できず

定年を迎えた正社員を非正社員として再雇用

受注・販売が減少見込み

業務の一部を外注化

もともと人員が過剰

事業分野を縮小

工場・店舗・営業所等を閉鎖

設備増強や業務効率化により人手を補えた

正社員の業務を非正社員に置き換えた

非正社員を正社員に登用

その他

（％）

○ 従業員数の増加理由をみると、正社員では「将来の人手不足への備え」が57.4％と最も高く、次いで「受注・販売が増加」
（36.7％）、「受注・販売が増加見込み」（34.6％）の順となっている。

○ 減少理由をみると、正社員では「転職者の補充人員を募集したが採用できず」が46.0％と最も高く、次いで「受注・販売が減少」
（29.0％）、「定年退職者の補充人員を募集したが採用できず」（18.4％）の順となっている。

図－７ 従業員数の増減理由

（２）「減少」理由

（注）１ 2021年実績において、従業員数が「増加」（「減少」）と回答した企業に尋ねたもの。

（注）２ 複数回答（最大三つまで）のため、合計は100％を超える。

正社員(n=1,101)

非正社員(n=595)
正社員(n=1,105)

非正社員(n=501)
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○ 2021年12月の正社員の給与水準をみると、「上昇」と回答した企業割合は41.1％と、2020年実績（31.2％）から9.9ポイント上昇した。

○ 業種別にみると、倉庫業（51.5％）、水運業（48.5％）、情報通信業（48.0％）などで「上昇」の割合が高い。

○ 2022年見通しをみると、「上昇」と回答した企業割合は44.4％となった。

図－８ 正社員の給与水準

（注）１ 実績は当年12月、見通しは翌年12月における正社員の給与水準を、それぞれ

（注）１ 前年同月比で尋ねたもの。

（注）２ 定期昇給や昇格・降格による変動を除いた基本給の水準について尋ねている。

52.2 

50.4 

49.3 

54.5 

57.4 

54.3 

31.2 

41.1 

44.4 

29.8 

46.5

48.7

49.8

44.9

42.3

45.0

63.2

56.8

54.5

66.9

1.3

0.9

0.9

0.6

0.4

0.7

5.6

2.0

1.1

3.2

2014年実績

（n=4,804）
2015年実績

（n=4,840）
2016年実績

（n=4,924）
2017年実績

（n=4,911）
2018年実績

（n=4,426）
2019年実績

（n=4,653）
2020年実績

（n=6,181）
2021年実績

（n=5,318）
2022年見通し

（n=5,109）

2020年調査における

2021年見通し（n=5,955）

（単位：％）

上 昇 ほとんど変わらない 低 下

＜参考＞

今回

調査

47.8 

37.1 

43.0 

33.2 

48.5 

51.5 

48.0 

26.1 

27.8 

40.1 

38.1 

33.5 

50.8

60.5

55.8

61.2

50.0

48.5

52.0

73.2

65.4

58.5

60.2

63.2

1.3

2.4

1.2

5.6

1.5

0.0

0.0

0.8

6.8

1.4

1.7

3.3

製造業（n=2,005）

非製造業（n=3,313）

建設業(n=565)

運送業(除水運)(n=340)

水運業(n=68)

倉庫業(n=33)

情報通信業(n=125)

不動産業(n=257)

宿泊･飲食サービス業(n=237)

卸売業(n=710)

小売業(n=402)

サービス業(n=568)

（単位：％）

上 昇 ほとんど変わらない 低 下

３ 賃金の状況

（１）全業種計 （２）業種別（2021年実績）
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○ 正社員の給与水準上昇の背景についてみると、「自社の業績が改善」と回答した企業割合が35.0％と最も高く、次いで「採用が困難」
（19.3％）、「最低賃金の動向」（18.1％）の順となっている。

○ 業種別にみると、「自社の業績が改善」と回答した企業割合は、業務用機械（58.8％）、電子部品・デバイス（47.6％）などで高い。
「採用が困難」は、紙・紙加工品（33.3％）、宿泊・飲食サービス業（32.8％）などで高い。

（注） 2021年実績において、正社員の給与水準が「上昇」と回答した企業に尋ねたもの。

図－９ 正社員の給与水準上昇の背景

35.0 

19.3 

18.1 

10.3 

6.7 

3.9 

6.7 

34.8 

20.6 

13.1 

10.9 

5.2 

5.5 

9.8 

0 10 20 30 40 50

自社の業績が改善

採用が困難

最低賃金の動向

同業他社の賃金動向

物価の上昇

定着率が低い

その他

（％）

＜参考＞ 業種別にみた給与水準上昇の背景(2021年実績）

（２）「採用が困難」（上位10業種）

（１）「自社の業績が改善」（上位10業種）

（注）斜体は製造業を示す。

2021年実績(n=2,036)

2020年実績(n=1,797)

（単位：％）

業務用機械（n=17） 58.8

電子部品・デバイス（n=21） 47.6

化学工業（n=40） 47.5

はん用機械（n=66） 45.5

金属製品（n=161） 44.1

生産用機械（n=95） 43.2

情報通信業（n=54） 42.6

その他製造業（n=41） 41.5

鉄鋼（n=27） 40.7

窯業･土石（n=32） 40.6

（単位：％）

紙･紙加工品（n=18） 33.3

宿泊･飲食サービス業（n=58） 32.8

窯業･土石（n=32） 28.1

水運業（n=32） 28.1

プラスチック製品（n=55） 27.3

建設業（n=229） 24.5

電気機械（n=33） 24.2

木材 ･木製品（n=32） 21.9

不動産業（n=64） 21.9

金属製品（n=161） 21.7
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37.3 

25.7 

25.3 

16.9 

10.3 

47.4 

33.7 

20.8 

18.6 

32.4 

24.7 

27.3 

41.0

48.1

58.3

50.7

82.1

47.4

42.2

56.7

25.4

44.9

45.7

45.0

16.8 

16.3 

13.9 

21.3 

5.1 

5.3 

15.7 

7.5 

25.4 

17.2 

18.1 

14.3 

4.9

9.9

2.5

11.1

2.6

0.0

8.4

15.0

30.5

5.5

11.5

13.4

製造業（n=1,318）

非製造業（n=1,880）

建設業(n=324)

運送業(除水運)(n=207)

水運業(n=39)

倉庫業(n=19)

情報通信業(n=83)

不動産業(n=120)

宿泊･飲食サービス業(n=118)

卸売業(n=401)

小売業(n=243)

サービス業(n=322)

増 加 変わらない 減 少

支給せず

35.7 

33.1 

31.0 

34.5 

38.5 

28.9 

11.6 

30.5 

45.2 

49.6 

50.8 

49.7 

47.5 

50.3 

42.4 

45.2 

12.0

12.3

12.5

10.3

10.9

15.8

32.3

16.5

7.2

5.0

5.7

5.5 

3.1 

4.9 

13.7 

7.8

2014年実績

（n=4,507）

2015年実績

（n=3,372）

2016年実績

（n=3,539）

2017年実績

（n=3,514）

2018年実績

（n=2,729)

2019年実績

（n=2,903)

2020年実績

（n=5,954)

2021年実績

（n=3,198)

（単位：％）

増 加 変わらない 減 少

支給せず

○ 2021年の賞与の支給月数をみると、「増加」と回答した企業割合が30.5％となった。「変わらない」は45.2％、「減少」は16.5％と
なっている。「増加」の割合は、2020年実績（11.6％）から18.9ポイント上昇している。

○ 業種別にみると、倉庫業（47.4％）、製造業（37.3％）、情報通信業（33.7％）などで「増加」の割合が高い。

図－10 賞 与

（注） 賞与（支給月数）を増減を前年比で尋ねたもの。

今回

調査

（１）全業種計 （２）業種別（2021年実績）
（単位：％）
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55.2 

54.3 

52.5 

59.6 

64.2 

58.2 

29.6 

49.3 

52.7 

32.4 

37.1

36.2

37.5

33.2

28.6

31.7

43.8

35.9

41.8

53.7

7.7

9.5

10.0

7.2

7.2

10.1

26.6

14.9

5.5

13.9

2014年実績

（n=4,670）

2015年実績

（n=3,699）

2016年実績

（n=3,878）

2017年実績

（n=3,791）

2018年実績

（n=3,369）

2019年実績

（n=3,437）

2020年実績

（n=6,115）

2021年実績

（n=3,670）

2022年見通し

（n=3,648）

2020年調査における

2021年見通し（n=6,087）

（単位：％）

増 加 ほとんど変わらない

減 少

＜参考＞

今回

調査

○ 2021年12月の賃金総額をみると、「増加」と回答した企業割合が49.3％となった。「ほとんど変わらない」は35.9％、「減少」は

14.9％となっている。「増加」の割合は、2020年実績（29.6％）から19.7ポイント上昇した。

○ 2022年見通しをみると、「増加」と回答した企業割合は52.7％となった。

（注）１ 賃金総額は、従業員全員の基本給、残業手当、社会保険料等を含む人件費の総額。

（注）２ 実績は当年12月、見通しは翌年12月における賃金総額を、それぞれ前年同月比で

（注）２ 尋ねたもの。

図－11 賃金総額

54.2 

45.8 

52.4 

36.4 

52.2 
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65.7 

44.8 

23.2 

50.3 

47.2 

41.6 

31.9

38.6

37.7

37.2

41.3

31.8

24.2

48.8

44.4

36.9

36.8

41.6

13.9

15.6

9.9

26.4

6.5

9.1

10.1

6.4

32.4

12.8

16.0

16.8

製造業（n=1,504）

非製造業（n=2,166）

建設業(n=382)

運送業(除水運)(n=239)

水運業(n=46)

倉庫業(n=22)

情報通信業(n=99)

不動産業(n=125)

宿泊･飲食サービス業(n=142)

卸売業(n=447)

小売業(n=269)

サービス業(n=392)

増 加 ほとんど変わらない減 少

（１）全業種計 （２）業種別（2021年実績）
（単位：％）
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